
（令和　２ 年３月３１日）

（単位　円）

科                目 本年度末 前年度末 増    減

 固定資産 254,919,886 268,525,432 △ 13,605,546

   有形固定資産 179,798,281 189,336,547 △ 9,538,266

     土地 75,200,000 75,200,000 0

     建物 64,653,237 69,403,389 △ 4,750,152

     構築物 6 6 0

     機器備品 21,137,759 25,859,506 △ 4,721,747

     図書 18,807,279 18,873,646 △ 66,367

     車両

　　建設仮勘定

　 　

 　特定資産 0 0 0

     第２号基本金引当特定資産   

     第３号基本金引当特定資産   

     退職給与引当特定資産   

     減価償却引当特定資産

     施設設備引当特定資産   

     その他の特定資産   

 　その他の固定資産 75,121,605 79,188,885 △ 4,067,280

     借地権   

     電話加入権 239,481 239,481 0

     施設利用権   

　　 ソフトウェア 14,541,124 18,608,404 △ 4,067,280

     有価証券 60,341,000 60,341,000 0

     長期貸付金   

 流動資産 202,056,170 199,038,081 3,018,089

     現金預金 201,803,641 198,910,631 2,893,010

     未収入金 3,404 3,650 △ 246

     貯蔵品

　　販売用品

　　 預託金

     立替金   

     仮払金 249,125 123,800 125,325

 資産の部合計 456,976,056 467,563,513 △ 10,587,457

貸借対照表

 資  産  の  部



科                目 本年度末 前年度末 増    減

 固定負債 0 0 0

     長期借入金   

 流動負債 76,072,404 71,834,489 4,237,915

     短期借入金

     手形債務 　  

     未払金 4,016,877 4,258,961 △ 242,084

     前受金 68,905,000 65,025,000 3,880,000

     預り金 3,150,527 2,550,528 599,999

 負債の部合計 76,072,404 71,834,489 4,237,915

科                目 本年度末 増    減

 基本金 365,445,806 363,522,393 1,923,413

     第１号基本金 365,445,806 363,522,393 1,923,413

     第２号基本金   

     第３号基本金   

     第４号基本金

 繰越収支差額 15,457,846 32,206,631 △ 16,748,785

     翌年度繰越収支差額 15,457,846 32,206,631 △ 16,748,785

 純資産の部合計 380,903,652 395,729,024 △ 14,825,372

 負債及び純資産の部合計 456,976,056 467,563,513 △ 10,587,457

　注　記
 １　重要な会計方針
   引当金の計上基準
     徴収不能引当金･･･ 未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積った徴収不能見込額を計上している。
 ２  重要な会計方針の変更等

 ３  減価償却額の累計額の合計額  　　　　　　　　　円１７１，１０６，４０１円
 ４  徴収不能引当金の合計額　　  　　　　　　　　　　円　　　　　　　　０円

学校法人会計基準第３９条第１項に基づき、第４号基本金を組み入れていない。
　 　 　

　
　

 ５  担保に供されている資産の種類及び額          　　　　　  　０円

 ７　当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策　　　　　　　　　　
 ６　翌年度以後の会計年度において基本金への組入を行うこととなる金額        ０円

前年度末

学校法人会計基準の一部を改正する省令（平成２５年４月２２日文部科学省令第１５号）
に基づき、計算書類の様式を変更した。なお、貸借対照表（固定資産明細表を含む。）
について前年度末の金額は改正後の様式に基づき、区分及び科目を組み替えて表示
している。

 負  債  の  部

 純　資　産　の　部


